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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

  

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

完成工事高 (百万円) 82,911 88,882 81,046 206,577 197,325

経常利益 (百万円) 1,029 2,325 1,529 4,298 3,851

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

(百万円) 310 579 △1,144 1,881 901

純資産額 (百万円) 64,885 69,719 69,420 68,029 71,377

総資産額 (百万円) 154,362 165,445 159,074 167,379 171,741

１株当たり純資産額 (円) 1,711.04 1,815.89 1,783.45 1,823.41 1,845.87

１株当たり中間(当期) 
純利益又は 
中間純損失(△) 

(円) 8.18 15.64 △31.13 48.43 24.43

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.0 40.4 41.2 40.6 39.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,748 3,936 6,816 △4,524 △696

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △207 △2,080 △531 86 △1,882

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 155 △3,253 △5,105 △1,115 1,946

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 17,121 15,386 18,363 16,904 16,698

従業員数 (名) 3,197 3,323 3,386 3,218 3,384



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

  

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

完成工事高 (百万円) 57,073 56,928 47,070 142,694 133,495

経常利益 (百万円) 453 2,262 216 2,778 1,920

中間(当期)純利益 (百万円) 330 609 276 1,848 718

資本金 (百万円) 6,455 6,455 6,455 6,455 6,455

発行済株式総数 (千株) 37,982 37,982 37,982 37,982 37,982

純資産額 (百万円) 60,366 61,679 60,168 62,967 61,752

総資産額 (百万円) 129,343 135,881 121,808 135,851 142,168

１株当たり純資産額 (円) 1,591.86 1,676.92 1,636.02 1,687.63 1,679.04

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 8.71 16.45 7.52 47.56 19.48

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 7.50 7.50 15.00 30.00 30.00

自己資本比率 (％) 46.7 45.4 49.4 46.4 43.4

従業員数 (名) 1,407 1,414 1,413 1,392 1,391



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  従業員数(名)

設備工事業 3,386 

従業員数(名) 1,413 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の当社を取り巻く市場環境は、官公庁の建設投資は長期減少傾向が続いているものの、民間

の建設投資は事務所ビル分野を中心に堅調に推移し、当連結会計年度の民間建設投資は５年連続の増加見通しとな

っております。しかしながら、ビル分野は引き続き受注競争が激しく採算面では厳しい状況が続いております。一

方、海外市場に目を向けますと原油価格高騰や米国市場の先行き不安など懸念材料は見受けられますが、アジアや

ヨーロッパ経済は確実な成長を続けていて、これらの地域に進出されている日系メーカー各社の設備投資は活発に

行われております。 

このような環境のなかで当社は、民間新築ビルにつきましては採算重視の方針を堅持しつつ、ビルリニューアル

工事や工場のクリーンルーム工事及び自動車塗装設備工事に全力で取り組んでまいりました。 

その結果、当中間連結会計期間の完成工事高(売上高)、経常利益はいずれも期初の計画を上回りましたが、前年

同期比較では減収減益となりました。完成工事高は前年同期比8.8％減少の810億円となりました。事業部別では、

環境システム事業部は554億円(同7.9％減少)、塗装システム事業部は256億円(同10.8％減少)となっております。

(なお本年４月より、従来の環境設備事業部と産業設備事業部を統合して環境システム事業部とするとともに、塗装

設備事業部も塗装システム事業部へと名称変更し、新たに二事業部体制といたしました。) 

利益面におきましては、完成工事総利益率は前年同期比0.8ポイント改善の9.9％となりましたが、完成工事高が

78億円減少したため完成工事総利益は前年同期比1.0％減少の80億１百万円となりました。 

また販売費及び一般管理費が、内部統制システム構築費用や業務改革費用の増加などにより前年同期比9.4％増加

の69億48百万円となったこともあり、経常利益は前年同期比34.2％減少の15億29百万円となりました。中間純利益

は、在外連結子会社の留保利益のうち、将来の配当より発生すると見込まれる税金負担額を繰延税金負債として計

上したため、11億44百万円の損失に転じました。 

一方、受注工事高は777億円で期初の計画値はオーバーしたものの前年同期比較では11.5％の減少となりました。

採算重視の姿勢を堅持いたしましたビル空調は163億円と前年同期に比ベ24.7％増加したものの引き続き低い水準に

あります。国内大型案件が減少いたしました産業空調は434億円で前年同期比11.5％の減少となりました。また塗装

システム事業部は海外市場における大型案件の出件遅れなどの影響で前年同期比30.2％減少の178億円となりまし

た。(受注工事高及び完成工事高の内訳は下表に表示しております。) 

  



  

(注) １ 「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。 

２ 当中間連結会計期間から、従来の環境設備事業部と産業設備事業部を統合して環境システム事業部といたしましたことか

ら、その内訳として「ビル空調」と「産業空調」とに区分しております。また前年同期間比較にあたりましては、前中間

連結会計期間を変更後の区分に組替えて行っております。 

  

区分 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(百万円) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

(百万円) 

前年同期比 

(％) 

〈受注工事高〉  

環境システム
事業 

ビル空調 13,142 16,388 24.7

産業空調 49,141 43,479 △11.5

計 62,283 59,868 △3.9

(うち海外) (17,870) (19,245) (7.7)

塗装システム事業 25,630 17,897 △30.2

(うち海外) (16,798) (10,240) (△39.0)

合計 87,913 77,766 △11.5

(うち海外) (34,668) (29,486) (△14.9)

〈完成工事高〉  

環境システム
事業 

ビル空調 18,117 18,896 4.3

産業空調 42,049 36,521 △13.1

計 60,166 55,417 △7.9

(うち海外) (18,678) (18,661) (△0.1)

塗装システム事業 28,716 25,628 △10.8

(うち海外) (23,650) (21,329) (△9.8)

合計 88,882 81,046 △8.8

(うち海外) (42,329) (39,990) (△5.5)



① 事業の種類別セグメント 

当社及び連結子会社の事業内容は、設備工事業及び関連する事業を行っているので、この事業以外に開示の対象

とするセグメントはありません。 

② 所在地別セグメント 

当社及び連結子会社の所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間は営業活動によるキャッシュ・フローで68億16百万円の資金増加(前中間連結会計期間は39億

36百万円の資金増加)となりましたが、投資活動によるキャッシュ・フローで５億31百万円(前中間連結会計期間は

20億80百万円の資金減少)、財務活動によるキャッシュ・フローで51億５百万円(前中間連結会計期間は32億53百万

円の資金減少)とそれぞれ資金減少となりました。この結果、現金及び現金同等物(手許資金)の中間連結会計期間末

残高は、前連結会計年度末比16億64百万円増加の183億63百万円となりました。 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの主な資金増加要因は、売上債権の減少額144億64百万

円、未成工事受入金の増加額75億95百万円、立替金の減少額30億73百万円及び税金等調整前中間純利益による増加

額14億61百万円等であります。一方、主な資金減少要因は、仕入債務の減少額160億82百万円、法人税等の支払額14

億31百万円及び預り金の減少額10億99百万円等であります。 

当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローの主な資金減少要因は、定期預金の預入19億93百万

円、投資有価証券及び有形固定資産・無形固定資産の取得額20億36百万円等であります。一方、主な資金増加要因

は定期預金の払戻し18億円及び投資有価証券の売却収入15億39百万円等であります。 

当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローの主な資金減少要因は、長短借入金の純減少額39億43

百万円及び配当金の支払額11億59百万円等であります。 

  

(日本) 

  

売上高は487億35百万円と前年同期に比べ16.8％の減収となり、営業損益では

前年同期の営業利益から６億66百万円の営業損失となりました。 

(北米) 

  

売上高は29億56百万円と前年同期に比ベ34.4％の減収となりましたが、営業

損失は前年同期に比べ11億２百万円減少し95百万円となりました。 

(東南アジア) 

  

売上高は180億34百万円と前年同期に比べ38.6％の増収となり、営業利益も前

年同期比22.3％増益の９億48百万円となりました。 

(東アジア) 

  

  

売上高は59億39百万円と前年同期に比べ23.6％の減収となりましたが、営業

損益では前年同期の営業損失から営業利益に好転し２億64百万円となりまし

た。 

(その他の地域) 

  

売上高は66億62百万円と前年同期比4.2％の微増となりましたが、営業利益は

前年同期比30.8％大幅減益の４億90百万円となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当連結企業集団が営んでいる事業の大部分を占める設備工事業では生産実績を定義することが困難であり、設備工

事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐいません。 

よって受注及び売上の状況については「１ 業績等の概要」において部門別に記載しております。 

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。 

  

設備工事業における受注工事高及び施工高の状況 

  

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額を含ん

でおります。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

また、前中間会計期間の期首において、組織変更により一部支店を環境設備事業部から産業設備事業部へ移管したため、

期首繰越工事高において環境設備から産業設備へ1,637百万円の組替をしております。なお、前中間会計期間及び前事業

年度の期首繰越工事高の( )書きは、組替前の金額であります。 

２ 期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３ 期中施工高は、(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致します。 

４ 期中受注工事高のうち海外工事の割合は、前中間会計期間11.2％、当中間会計期間14.3％で、そのうち請負金額５億円以

上の主なものは、次のとおりであります。 

  

期別 区分 
期首繰越 
工事高 
(百万円) 

期中受注 
工事高 
(百万円) 

計
(百万円)

期中完成
工事高 
(百万円)

期末繰越工事高 
期中 
施工高 
(百万円)

手持
工事高 
(百万円)

うち施工高 

比率
(％) 

金額 
(百万円) 

前中間会計期
間 

(自平成18年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ９月30日) 

環境設備 
(53,432)
51,794 

12,426 64,221 17,455 46,766 36.5 17,070 18,155

産業設備 
(23,969)
25,607 

33,532 59,139 26,366 32,773 30.7 10,073 28,900

塗装設備 19,347 11,860 31,207 13,107 18,100 50.3 9,102 16,158

計 96,749 57,819 154,568 56,928 97,640 37.1 36,245 63,213

当中間会計期
間 

(自平成19年 
 ４月１日 
至平成19年 
 ９月30日) 

環境 
シス 
テム 
事業 

ビル 
空調 

38,133 15,647 53,781 18,411 35,370 30.3 10,700 13,805

産業 
空調 

20,289 25,087 45,376 18,432 26,943 34.1 9,175 21,720

計 58,423 40,735 99,158 36,843 62,314 31.9 19,876 35,525

塗装システム
事業 

16,973 13,360 30,334 10,226 20,107 58.8 11,828 15,084

合計 75,396 54,095 129,492 47,070 82,421 38.5 31,705 50,610

前事業年度 
(自平成18年 
 ４月１日 
至平成19年 
 ３月31日) 

環境設備 
(53,432)
51,794 

25,529 77,323 39,189 38,133 40.1 15,306 39,360

産業設備 
(23,969)
25,607 

59,528 85,136 64,846 20,289 29.0 5,888 61,962

塗装設備 19,347 27,085 46,432 29,459 16,973 41.1 6,971 30,378

計 96,749 112,143 208,892 133,495 75,396 37.4 28,165 131,701

前中間 

会計期間 

天津一汽豊田汽車有限公司 

(中国) 

天津一汽豊田汽車有限公司 第３工場 

大型ブース設備 機材納入 

当中間 

会計期間 

住友商事㈱ 

(インド) 

マルチスズキインド新塗装工場 30万台 

BODY LINE 機材納入 



(2) 受注工事高及び完成工事高について 

当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、 近３年間につい

てみても次のように変動しております。 

  

  

(3) 完成工事高 

  

(注) １ 海外工事の地域別割合は、次のとおりであります。 

２ 完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

前中間会計期間 請負金額10億円以上の主なもの 

期別 

受注工事高 完成工事高 

１年通期 
(A) 

(百万円) 

上半期
(B) 

(百万円) 

(B)／(A)
(％) 

１年通期
(C) 

(百万円) 

上半期 
(D) 

(百万円) 

(D)／(C)
(％) 

    第60期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

149,108 71,225 47.8 143,224 61,456 42.9

    第61期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

139,374 84,764 60.8 142,694 57,073 40.0

    第62期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

112,143 57,819 51.6 133,495 56,928 42.6

    第63期 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

― 54,095 ― ― 47,070 ―

期別 区分 

国内 海外 合計 
(B) 

(百万円) 官公庁
(百万円) 

民間
(百万円) 

(A)
(百万円) 

(A)／(B) 
(％) 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

環境設備 2,994 14,460 ― ― 17,455 

産業設備 5 23,037 3,323 12.6 26,366 

塗装設備 ― 4,441 8,666 66.1 13,107 

計 2,999 41,939 11,989 21.1 56,928 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

環境シス 
テム事業 

ビル 
空調 

896 17,514 ― ― 18,411 

産業 
空調 

104 17,365 962 5.2 18,432 

計 1,001 34,879 962 2.6 36,843 

塗装システム事業 ― 3,512 6,714 65.7 10,226 

合計 1,001 38,392 7,676 16.3 47,070 

地域 前中間会計期間(％) 当中間会計期間(％)

東アジア 31.8 22.3 

東南アジア 16.1 9.0 

その他 52.1 68.7 

計 100.0 100.0 

ソニーセミコンダクタ九州㈱ ソニーセミコンダクタ九州㈱熊本TEC２号棟新築工事 
(空調・生産付帯設備工事) 

㈱大林組 (仮称)キヤノン下丸子新開発棟新築工事 

鹿島建設㈱ 関東自動車新社屋建設に伴う 空調衛生設備工事 

戸田建設㈱ Ｇプロジェクト 空調設備工事 

㈱大林組 大分キヤノン㈱・本社安岐事業所増築計画のうち、 
Ｄ棟・Ｅ棟建設工事 



当中間会計期間 請負金額15億円以上の主なもの 

３ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであります。 

前中間会計期間 

㈱大林組 5,929百万円 10.4％ 

当中間会計期間 

該当する相手先はありません。 

  

(4) 手持工事高(平成19年９月30日現在) 

  

(注) 手持工事のうち請負金額20億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

  

大成建設㈱ ザ・ペニンシュラ東京新築工事 空調設備工事 

清水建設㈱ (仮称)Ｍプロジェクト新築工事 

住友商事㈱ TATA MOTORS LTD. Uttaranchal工場 機材納入 

㈱奥村組 (仮称)千葉新鎌ヶ谷病院新築工事 

㈱奥村組 沖縄南部徳州会病院移転新築工事

区分 
国内 海外 合計 

(B) 
(百万円) 

官公庁 
(百万円) 

民間
(百万円) 

(A)
(百万円) 

(A)／(B)
(％) 

環境システム 
事業 

ビル空調 9,159 26,210 ― ― 35,370

産業空調 2 25,618 1,322 4.9 26,943

計 9,162 51,829 1,322 2.1 62,314

塗装システム事業 ― 12,922 7,184 35.7 20,107

合計 9,162 64,751 8,507 10.3 82,421

富士重工業㈱ 群馬・矢島工場RN計画塗装ブース設置工事 平成19年10月完成予定

阪急電鉄㈱ 梅田阪急ビル建替工事 平成23年３月完成予定

ダイハツ工業㈱ 大分工場第２ライン新設 平成19年12月完成予定

本田技研工業㈱ NCP計画 SPC塗装設備 平成20年４月完成予定

㈱出雲村田製作所 

  

出雲村田製作所E1棟建設 空調・衛生・ 

ユーティリティー設備工事 

平成20年１月完成予定



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更はあり

ません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間における研究開発費は356百万円でありました。 

子会社においては、研究開発活動は特段行なわれてはおりません。 

当社については、以下のとおりであります。 

  

研究開発センター(神奈川県)、座間技術センター(神奈川県)、枚方塗装設備開発部門(大阪府)の３研究開発組織に

おいて、空調設備及び塗装設備の各分野における技術開発を活発に実施し、多くの成果を得ました。 

  

主な研究開発 

○冷熱源設備に関する開発成果を市場投入 

超成層水蓄熱(スーパーストラサームTM)と潜熱材蓄熱(ストラサームＬTM)に加えて、ダイナミック方式氷蓄熱シ

ステムの市場投入と省エネ型冷熱源制御システムの納入開始 

1) ダイナミック方式氷蓄熱システムの開発 

ダイナミック方式氷蓄熱システムは、冷房負荷追従性に優れるとともに、設置及び運用の自由度が高いのが特

徴であり、ビルリニューアルに適しております。長期にわたり当社研究開発センターで実用規模システムの検証

運用を実施し、このたび運転信頼性検証が完了しました。 

本年度下期より本システムを市場投入し、ビルリニューアル向け販売を開始しております。蓄熱関連商品ライ

ンアップの増強により、リニューアル市場拡大を目指しております。 

2) 省エネ型熱源制御システムと設備保全支援システムの納入 

数理計画法を活用した評価システム、それに基づく制御システムと設備保全支援システムの開発(前期末報告)

に続いて、客先へ納入するシステム商品化を完了しました。 

この成果を活用した既存熱源の更新提案、塗装プラント向け集中熱源提案等の活動を進め、今期は大型工場向

けとして複数案件の受注を見込んでおります。 

  

○エンジンテスト用直膨型外気供給ユニットを市場投入 

当社は近年、広範囲な条件変動に追従できる直膨技術を目指して、①蒸発圧力を可変に制御する高精度制御技

術、②低負荷時でも安定した容量制御運転が可能な連続運転制御技術、③可変設定方式に追従したインバータ容

量制御技術を中心としたシステム開発に取り組んできましたが、このたび、エンジンテスト用直膨型外気供給ユ

ニットを商品化しました。 

本ユニットは、高精度送風条件(±0.5℃)と冷凍機廃熱利用による省エネルギー化とともに、冷凍機、空調機、

制御装置類の一体化によるコンパクト化と短工期化を特徴としております。 

本年９月から市場投入し、自動車メーカーヘの販売活動を開始しました。年間２億円の売上げを目指しており

ます。 

今後も継続して、高精度な環境試験室設備その他、自動車試験装置をターゲットとした開発を推進する予定で

あります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 37,982,009 37,982,009
東京証券取引所
（市場第一部） 

― 

計 37,982,009 37,982,009 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年９月30日 ― 37,982,009 ― 6,455 ― 7,297



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式1,204千株(3.17％)があります。 

２ 前事業年度末現在主要株主であった「ノーザン トラスト カンパニー(エイブイエフシー)サブ アカウント アメリカ

ン クライアント」は、当中間会計期間末では主要株主ではなくなりました。 

３ 「シルチェスター・インターナショナル・インべスターズ・リミテッド」から平成19年５月10日付で提出された大量保有

報告書に係る変更報告書により、同年５月４日現在同社が5,053千株(保有割合13.30％)を保有している旨の報告を受けて

おります。しかし、当社として当中間会計期間末現在における同社の実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主

には含めておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

ノーザン トラスト カンパニ
ー(エイブイエフシー)サブ ア
カウント アメリカン クライ
アント 
(常任代理人 香港上海銀行 
東京支店 カストデイ業務) 

50 bank Street Canary Whart London 
E14 5NT U.K. 
(東京都中央区日本橋３―11―１) 

3,568 9.39

株式会社建材社 兵庫県芦屋市浜町14―２―308 2,000 5.26

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町２―７―９ 1,797 4.73

上 西 圭 治 兵庫県芦屋市 1,401 3.68

ノーザン トラスト カンパニ
ー エイブイエフシー リ ユ
ーエス タックス エクゼンプ
テド ペンション ファンズ 
(常任代理人 香港上海銀行 
東京支店) 

50 bank Street Canary Whart London 
E14 5NT U.K. 
(東京都中央区日本橋３―11―１) 

1,270 3.34

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋３―５―12 1,202 3.16

上 西 瑠璃子 東京都世田谷区 1,089 2.86

大気社協力会社持株会 東京都新宿区西新宿２―６―１ 1,032 2.71

有限会社第二建材社 東京都世田谷区新町３―28―11 1,000 2.63

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウント ジェイピーアール
デイ アイエスジー エフイー
エイシー 
(常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行) 

Peterborough Court 133 Fleet Street
London EC4A 2BB U.K. 
(東京都千代田区丸の内２―７―１) 

964 2.53

計 15,327 40.35



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) 単元未満株式には当社所有の自己株式94株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,204,400 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式

36,723,900 
367,239 ― 

単元未満株式 普通株式 53,709 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 37,982,009 ― ― 

総株主の議決権 ― 367,239 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社大気社 

東京都新宿区西新宿 
２―６―１ 

1,204,400 ― 1,204,400 3.17

計 ― 1,204,400 ― 1,204,400 3.17

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,607 1,620 1,747 1,745 1,663 1,556

最低(円) 1,303 1,366 1,601 1,522 1,383 1,400



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)に準じて記載しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じ

て記載しております。 

  なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について

は、みすず監査法人により中間監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間

(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)の中間財務諸表については、監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより中間監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  

  

第62期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び 

第62期中間会計期間の中間財務諸表 

みすず監査法人 

第63期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び 

第63期中間会計期間の中間財務諸表 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

 １ 現金預金 ※２ 16,603 20,356 18,499 

 ２ 受取手形及び 
   完成工事未収入金 

※５ 61,436 58,271 71,505 

 ３ 未成工事支出金及び 
   材料貯蔵品 

36,434 31,284 30,368 

 ４ その他 12,236 11,468 12,325 

   貸倒引当金 △246 △290 △274 

    流動資産合計 126,464 76.4 121,091 76.1 132,424 77.1

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産 ※１ 7,458 7,544 7,283 

 ２ 無形固定資産 482 1,016 651 

 ３ 投資その他の資産   

  (1) 投資有価証券 ※２ 27,763 25,560 27,794 

  (2) その他 3,424 4,107 3,759 

    貸倒引当金 △147 △245 △171 

    投資その他の資産計 31,040 29,422 31,381 

    固定資産合計 38,981 23.6 37,983 23.9 39,317 22.9

資産合計 165,445 100.0 159,074 100.0 171,741 100.0

      



  

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

 １ 支払手形及び工事未払金 ※５ 58,993 45,670 60,920 

 ２ 短期借入金 2,792 4,595 8,482 

 ３ 未払法人税等 668 545 1,119 

 ４ 未成工事受入金 16,458 20,375 12,337 

 ５ 完成工事補償引当金 131 281 438 

 ６ 受注工事損失引当金 307 1,163 1,195 

 ７ 役員賞与引当金 ― ― 30 

 ８ その他 ※５ 7,772 6,797 6,451 

    流動負債合計 87,124 52.7 79,430 50.0 90,976 53.0

Ⅱ 固定負債   

 １ 長期借入金 208 71 95 

 ２ 退職給付引当金 3,305 3,963 4,093 

 ３ 役員退職慰労引当金 590 557 645 

 ４ その他 4,497 5,631 4,552 

    固定負債合計 8,601 5.2 10,223 6.4 9,387 5.4

   負債合計 95,725 57.9 89,653 56.4 100,363 58.4

    

(純資産の部)   

Ⅰ 株主資本   

１ 資本金 6,455 6,455 6,455 

２ 資本剰余金 7,716 7,716 7,716 

３ 利益剰余金 46,223 44,306 46,326 

４ 自己株式 △1,913 △1,919 △1,917 

株主資本合計 58,481 35.3 56,558 35.5 58,580 34.1

Ⅱ 評価・換算差額等   

１ その他有価証券 
  評価差額金 

9,188 8,371 9,406 

２ 繰延ヘッジ損益 △5 △0 △3 

３ 為替換算調整勘定 △874 660 △94 

評価・換算差額等 
合計 

8,308 5.0 9,032 5.7 9,308 5.4

Ⅲ 少数株主持分 2,929 1.8 3,829 2.4 3,489 2.1

純資産合計 69,719 42.1 69,420 43.6 71,377 41.6

負債純資産合計 165,445 100.0 159,074 100.0 171,741 100.0

      



② 【中間連結損益計算書】 
  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 完成工事高    88,882 100.0 81,046 100.0   197,325 100.0

Ⅱ 完成工事原価    80,802 90.9 73,044 90.1   180,766 91.6

完成工事総利益    8,080 9.1 8,001 9.9   16,558 8.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  6,351 7.2 6,948 8.6   13,732 7.0

営業利益    1,728 1.9 1,053 1.3   2,826 1.4

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息   170   176 354   

 ２ 受取配当金   227   245 378   

 ３ 受取保険配当金   147   151 149   

 ４ 不動産賃貸料   77   76 157   

 ５ 負ののれん償却額   2   ― 2   
 ６ 持分法による 
   投資利益   ―   ― 111   

 ７ 為替差益   16   ― 16   

 ８ その他   145 788 0.9 57 707 0.9 209 1,379 0.7

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息   63   78 127   

 ２ 不動産賃貸費   79   80 128   
 ３ 持分法による 
   投資損失   0   18 ―   

 ４ 為替差損   ―   23 ―   

 ５ その他   48 191 0.2 29 230 0.3 97 354 0.1

   経常利益    2,325 2.6 1,529 1.9   3,851 2.0

Ⅵ 特別利益          

 １ 貸倒引当金戻入額   2   8 106   

 ２ 投資有価証券売却益   28   26 95   

 ３ 固定資産処分益 ※２ 354 385 0.4 21 56 0.1 1,321 1,523 0.8

Ⅶ 特別損失          

 １ 固定資産処分損 ※３ 209   87 351   

 ２ 投資有価証券評価損   4   36 4   
 ３ ゴルフ会員権等 
   評価損   0   ― 25   

 ４ 過年度退職給付 
   引当金繰入額   ―   ― 483   

 ５ その他   ― 214 0.2 ― 124 0.2 21 886 0.5

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益    2,496 2.8 1,461 1.8   4,488 2.3

  法人税、住民税及び 
  事業税   561   881 2,837   

  法人税等調整額   905 1,467 1.6 1,280 2,162 2.7 △3 2,834 1.4

  少数株主利益    449 0.5 444 0.5   752 0.4

  中間(当期)純利益 
  又は中間純損失(△)    579 0.7 △1,144 △1.4   901 0.5

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 6,455 7,716 46,568 △1,212 59,528 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注)     △838   △838 

 取締役賞与金の支給(注)     △50   △50 

 中間純利益     579   579 

 自己株式の取得       △701 △701 

 自己株式の処分   △0   0 0 

 在外子会社における従業員奨励

福利基金の積立     △22   △22 

 在外子会社における配当に伴う

税金支払     △12   △12 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― △0 △344 △701 △1,046 

平成18年９月30日残高(百万円) 6,455 7,716 46,223 △1,913 58,481 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

平成18年３月31日残高(百万円) 9,487 ― △986 2,816 

中間連結会計期間中の変動額         

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △298 △5 111 113 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △298 △5 111 113 

平成18年９月30日残高(百万円) 9,188 △5 △874 2,929 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 6,455 7,716 46,326 △1,917 58,580 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △827   △827 

 中間純損失(△)     △1,144   △1,144 

 自己株式の取得       △1 △1 

 自己株式の処分   △0   0 0 

 在外子会社における従業員奨励

福利基金の積立     △25   △25 

 在外子会社における配当に伴う

税金支払     △22   △22 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― △0 △2,020 △1 △2,021 

平成19年９月30日残高(百万円) 6,455 7,716 44,306 △1,919 56,558 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

平成19年３月31日残高(百万円) 9,406 △3 △94 3,489 

中間連結会計期間中の変動額         

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △1,034 3 755 340 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △1,034 3 755 340 

平成19年９月30日残高(百万円) 8,371 △0 660 3,829 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 6,455 7,716 46,568 △1,212 59,528

連結会計年度中の変動額     

 剰余金の配当(注)   △838   △838

 剰余金の配当   △275   △275

 取締役賞与金の支給(注)   △50   △50

 当期純利益   901   901

 自己株式の取得   △705 △705

 自己株式の処分   △0 0 0

 持分法適用会社増加に伴う 
 利益剰余金増加   58   58

 在外子会社における従業員奨励 
 福利基金の積立   △24   △24

 在外子会社における配当に伴う 
 税金支払   △13   △13

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― △0 △242 △705 △947

平成19年３月31日残高(百万円) 6,455 7,716 46,326 △1,917 58,580

  

評価・換算差額等

少数株主持分 
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

平成18年３月31日残高(百万円) 9,487 ― △986 2,816

連結会計年度中の変動額    

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △81 △3 891 672

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △81 △3 891 672

平成19年３月31日残高(百万円) 9,406 △3 △94 3,489



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益 

 2,496 1,461 4,488

 ２ 減価償却費  357 467 805

 ３ 貸倒引当金の増加額又は 
   減少額(△) 

 △6 57 9

 ４ 退職給付引当金の増加額 
   又は減少額(△) 

 241 △207 973

 ５ 役員退職慰労引当金の 
   増加額又は減少額(△) 

 △16 △88 38

 ６ 受注工事損失引当金の 
   増加額又は減少額(△) 

 △273 △31 614

 ７ 受取利息及び受取配当金  △398 △421 △733

 ８ 支払利息  63 78 127

 ９ 投資有価証券売却益  △28 △26 △95

 10 有形固定資産・ 
   無形固定資産処分益 

 △354 △21 △1,321

 11 投資有価証券評価損  4 36 4

 12 ゴルフ会員権等評価損  0 ― 25

 13 売上債権の減少額  12,667 14,464 3,761

 14 たな卸資産の増加額(△) 
   又は減少額 

 △5,558 △776 1,023

 15 立替金の増加額(△) 
   又は減少額 

 △2,237 3,073 △4,887

 16 営業外受取手形の減少額  60 ― 81

 17 未収入金の増加額(△) 
   又は減少額 

 △570 231 120

 18 仕入債務の減少額(△)  △6,676 △16,082 △5,608

 19 未成工事受入金の増加額  4,681 7,595 183

 20 立替支払手形の増加額又は 
   減少額(△) 

 979 △784 1,114

 21 未払消費税等の増加額 
   又は減少額(△) 

 119 △535 386

 22 預り金の増加額 
   又は減少額(△) 

 79 △1,099 460

 23 未払費用の減少額(△)  △349 △352 △293

 24 その他  △767 875 176

小計  4,511 7,912 1,455

 25 利息及び配当金の受取額  399 412 736

 26 利息の支払額  △64 △77 △130

 27 法人税等の支払額  △909 △1,431 △2,758

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 3,936 6,816 △696



  

  

    
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

 １ 定期預金の預入れによる 
   支出 

 △1,216 △1,993 △1,800

 ２ 定期預金の払戻による収入  209 1,800 209

 ３ 有形固定資産・無形固定資 
   産の取得による支出 

 △361 △1,067 △1,216

 ４ 有形固定資産・無形固定資 
   産の売却による収入 

 528 21 1,839

 ５ 投資有価証券の取得による 
   支出 

 △1,129 △968 △1,244

 ６ 投資有価証券の売却による 
   収入 

 288 1,539 652

 ７ 長期貸付による支出  △322 ― △335

 ８ 長期貸付金の回収による 
   収入 

 12 187 27

 ９ 保険積立金の取得による 
   支出 

 △6 △4 △9

 10 保険積立金の取崩による 
   収入 

 43 10 236

 11 その他  △126 △57 △241

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,080 △531 △1,882

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

 １ 短期借入金の純増加額 
   又は純減少額(△) 

 △1,262 △3,858 4,419

 ２ 長期借入れによる収入  ― 100 ―

 ３ 長期借入金の 
   返済による支出 

 △138 △185 △317

 ４ 自己株式の取得による支出  △701 △1 △705

 ５ 自己株式の売却による収入  0 0 0

 ６ 配当金の支払額  △838 △827 △1,114

 ７ 少数株主への 
   配当金の支払額 

 △311 △331 △335

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △3,253 △5,105 1,946

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △121 485 426

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額又は減少額(△) 

 △1,517 1,664 △206

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 16,904 16,698 16,904

Ⅶ 現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

 15,386 18,363 16,698

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

 連結子会社数   26社 

主要な連結子会社名 

サンエス工業㈱ 

TKS Industrial Company 

Taikisha(Thailand)Co., 

Ltd. 

五洲大気社工程有限公司 

 連結子会社数   26社 

主要な連結子会社名 

サンエス工業㈱ 

TKS Industrial Company 

Taikisha(Thailand)Co., 

Ltd. 

五洲大気社工程有限公司 

 連結子会社数   26社 

 主要な連結子会社名は、

「第１ 企業の概況 ４

関係会社の状況」に記載の

とおりであります。 

  

  非連結子会社名 

Taikisha Espana S.A. 

 非連結子会社は、小規模

会社であり、総資産、売上

高、中間純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いず

れも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしておりま

せん。 

非連結子会社名 

Taikisha Espana S.A. 

 非連結子会社は、小規模

会社であり、総資産、売上

高、中間純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いず

れも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしておりま

せん。 

非連結子会社名 

Taikisha Espana S.A. 

 非連結子会社は、小規模

会社であり、総資産、売上

高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりませ

ん。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

持分法適用の関連会社名 

北京五洲大気社設備 

有限公司 

持分法非適用の非連結子会

社名及び関連会社名 

Taikisha Espana S.A. 

Makiansia 

Engineering  

(M) Sdn.Bhd. 

上海東波大気輸送系統

設備有限公司 

天津東椿大気塗装輸送

系統設備有限公司 

 非連結子会社及び持分法

非適用関連会社は、それぞ

れ中間純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法

の適用から除外しておりま

す。 

持分法適用の関連会社名 

北京五洲大気社設備 

有限公司 

 前中間連結会計期間にお

ける持分法非適用の関連会

社であった下記２社は、重

要性が増したことにより当

中間連結会計期間より持分

法適用対象としました。 

上海東波大気輸送系統

設備有限公司 

天津東椿大気塗装輸送

系統設備有限公司 

持分法非適用の非連結子会

社名及び関連会社名 

Taikisha Espana S.A. 

Makiansia  

Engineering  

(M) Sdn.Bhd. 

 非連結子会社及び持分法

非適用関連会社は、それぞ

れ中間純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法

の適用から除外しておりま

す。 

持分法適用の関連会社名 

北京五洲大気社設備 

有限公司 

 前連結会計年度における

持分法非適用の関連会社で

あった下記２社は、重要性

が増したことにより当連結

会計年度より持分法適用対

象としました。 

上海東波大気輸送系統

設備有限公司 

天津東椿大気塗装輸送

系統設備有限公司 

持分法非適用の非連結子会

社名及び関連会社名 

Taikisha Espana S.A. 

Makiansia  

Engineering  

(M) Sdn.Bhd. 

 非連結子会社及び持分法

非適用関連会社は、それぞ

れ当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法

の適用から除外しておりま

す。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項 

 海外連結子会社のうち、

Taikisha  Engineering 

India Ltd.を除く20社の中

間決算日は６月30日であり

ます。中間連結財務諸表作

成に当たって、この20社に

ついては、同中間決算日現

在の中間財務諸表を使用し

ております。ただし、７月

１日から中間連結決算日９

月30日までの期間に発生し

た重要な取引については、

連結上必要な調整を行って

おります。 

 海外連結子会社のうち、

Taikisha  Engineering 

India Ltd.を除く20社の中

間決算日は６月30日であり

ます。中間連結財務諸表作

成に当たって、この20社に

ついては、同中間決算日現

在の中間財務諸表を使用し

ております。ただし、７月

１日から中間連結決算日９

月30日までの期間に発生し

た重要な取引については、

連結上必要な調整を行って

おります。 

 海外連結子会社のうち、

Taikisha  Engineering 

India Ltd.を除く20社の決

算日は12月31日でありま

す。連結財務諸表作成に当

たって、この20社について

は、同決算日現在の財務諸

表を使用しております。た

だし、１月１日から連結決

算日３月31日までの期間に

発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

      

(1) 重要な資産の評価

基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定) 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原価

法 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定) 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

  

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定) 

    

時価のないもの 

 移動平均法による原

価法 

  

時価のないもの 

 同左 

  

時価のないもの 

 同左 

    

デリバティブ 

時価法 

  

デリバティブ 

同左 

  

デリバティブ 

同左 

    

たな卸資産 

①未成工事支出金 

個別法による原価法 

②材料貯蔵品 

移動平均法による低価

法 

  

たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

②材料貯蔵品 

同左 

  

たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

②材料貯蔵品 

同左 

  

(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方

法 

  

有形固定資産 

 主として定率法(ただ

し、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属

設備を除く)は定額法)を採

用し、一部の在外連結子会

社は定額法を採用しており

ます。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 

  

有形固定資産 

 主として定率法(ただ

し、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属

設備を除く)は定額法)を採

用し、一部の在外連結子会

社は定額法を採用しており

ます。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 

  

有形固定資産 

 主として定率法(ただ

し、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属

設備を除く)は定額法)を採

用し、一部の在外連結子会

社は定額法を採用しており

ます。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (会計方針の変更)
 当社及び国内連結子会社
は、法人税法の改正に伴
い、当中間連結会計期間よ
り、平成19年４月１日以降
に取得した有形固定資産に
ついて、改正後の法人税法
に基づく減価償却の方法に
変更しております。 
 なお、この変更に伴う損
益に与える影響は軽微であ
ります。 
 なお、セグメント情報に
与える影響は、当該箇所に
記載しております。 
(追加情報) 
 当社及び国内連結子会社
は、法人税法の改正に伴
い、当中間連結会計期間よ
り、平成19年３月31日以前
に取得したものついては、
償却可能限度額まで償却が
終了した翌年から５年間で
均等償却する方法によって
おります。 
 なお、この変更に伴う損
益に与える影響は軽微であ
ります。 
 なお、セグメント情報に
与える影響は、当該箇所に
記載しております。 

    
無形固定資産 
 定額法を採用しておりま
す。 
 ただし、自社利用のソフ
トウェアについては、社内
における利用可能期間(５
年)に基づく定額法によっ
ております。 

無形固定資産 
 同左 

無形固定資産 
 同左 

  
(3) 重要な引当金の計

上基準 

  
貸倒引当金 
 完成工事未収入金等の債
権の貸倒による損失に備え
るため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を
計上しております。 

貸倒引当金 
 同左 

貸倒引当金 
 同左 

    
完成工事補償引当金 
 完成工事の補修による損
失に備えるため、過去の実
績率に基づいて計上してお
ります。 

完成工事補償引当金 
 同左 

完成工事補償引当金 
 同左 

    
受注工事損失引当金 
 受注工事の損失に備える
ため、手持工事のうち損失
の発生の可能性が高く、か
つ、その金額を合理的に見
積もることができる工事に
ついて、当該見積額を計上
しております。 

受注工事損失引当金 
 同左 

受注工事損失引当金 
 同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ――――― 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当中間連

結会計期間に見合う分を計

上しております。 
  

役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当連結会

計年度に見合う分を計上し

ております。 

(会計方針の変更) 

 当連結会計年度から「役

員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平

成17年11月29日 企業会計

基準第４号)を適用してお

ります。 

 この結果、従来の方法に

比べて、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純

利益が、30百万円減少して

おります。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しております。 
    

退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度末
における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づ
き、当中間連結会計期間末
において発生していると認
められる額を計上しており
ます。 
 なお、未認識の数理計算
上の差異については、発生
年度の翌年から10年間にわ
たり定額法により費用処理
することにしております。 
 また、未認識の過去勤務
債務については、10年によ
る按分額を費用処理してお
ります。 

  
退職給付引当金 
 同左 

  
退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度末
における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づ
き、当連結会計年度末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。 
 なお、未認識の数理計算
上の差異(690百万円)につ
いては、発生年度の翌年か
ら10年間にわたり定額法に
より費用処理することにし
ております。 
 また、未認識の過去勤務
債務(2,734百万円)につい
ては、10年による按分額を
費用処理しております。 
 また、当社及び一部国内
連結子会社は、総合設立代
行型の厚生年金基金に加入
しているため、当該年金基
金への要拠出額を退職給付
費用として処理しておりま
す。掛金の拠出割合により
計算した当連結会計年度末
現在の年金資産は11,664百
万円であります。 

    

役員退職慰労引当金 

 当社及び国内連結子会社

は、役員に対する退職慰労

金支出に備えるため、内規

に基づく必要額の100％を

計上しております。 

  

役員退職慰労引当金 

 同左 

  

役員退職慰労引当金 

 同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(4) 重要なリース取引

の処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、主

として通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 同左  同左 

  

(5) 重要なヘッジ会計

の方法 

  

①ヘッジ会計の方法 

 為替予約については、

振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を

採用しております。 

  

①ヘッジ会計の方法 

 同左 

  

①ヘッジ会計の方法 

 同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段… 先物為替予

約 

ヘッジ対象… 外 貨 建 債

権・債務及

び外貨建予

定取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

  ③ヘッジ方針 

 為替予約は成約時に為

替変動リスクを回避する

ために行っており、投機

的な取引は行わない方針

であります。 

③ヘッジ方針 

 同左 

③ヘッジ方針 

 同左 

  

(6) その他中間連結財

務諸表(連結財務

諸表)作成のため

の重要な事項 

  

消費税等の会計処理 

 当社及び国内連結子会社

は、消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は、それぞれ

流動資産の「その他」及び

流動負債の「その他」に含

めて両建表示しておりま

す。 

  

消費税等の会計処理 

 同左 

  

消費税等の会計処理 

 当社及び国内連結子会社

は、消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

５ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３か月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資を計上し

ております。 

 同左  同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は66,795百万円でありま

す。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部は、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は67,891百万円でありま

す。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部は、改正後

の連結財務諸表規則により作成して

おります。 

(企業結合に係る会計基準等) 

 当連結会計年度から「企業結合に

係る会計基準」(企業会計審議会

平成15年10月31日)及び「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号)並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」(企業会計基準委

員会 終改正平成18年12月22日

企業会計基準適用指針第10号)を適

用しております。なお、これらによ

る損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

１ 前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「受注工事損失引当金の減少額」は、重要性が増した

ため当中間連結会計期間より区分掲記しております。

なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれてお

りました「受注工事損失引当金の増加額」は193百万

円であります。 

２ 前中間連結会計期間まで投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「長期貸付による支出」及び「長期貸付金の回収によ

る収入」は、重要性が増したため当中間連結会計期間

より区分掲記しております。なお、前中間連結会計期

間の「その他」に含まれておりました「長期貸付によ

る支出」は△18百万円、「長期貸付金の回収による収

入」は43百万円であります。 

――――――

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(設計・施工管理人件費の処理の変

更) 

 提出会社においては、従来、設

計・施工管理部門人件費について間

接工事原価として扱っていました

が、前連結会計年度下半期より当該

人件費を直接工事原価として処理す

る方法に変更いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間は、変

更後の方法によった場合に比べ、未

成工事支出金は692百万円少なく、

完成工事総利益は同額少なく計上さ

れ、営業利益、経常利益及び税金等

調整前中間純利益は700百万円少な

く計上されております。 

―――――― ―――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

8,937百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

9,177百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

8,862百万円 

※２ 担保資産 

  ① 関係会社における営業保証

金として、下記の資産を担保

に供しております。 

  ② 下記の資産は、関係会社に

おける仮差押免除の担保に供

しております。 

  ③ 下記の資産は、出資先の借

入金担保に供しております。 

現金預金 32百万円

現金預金 74百万円

投資有価証券 2百万円

※２ 担保資産 

  ① 関係会社における営業保証

金として、下記の資産を担保

に供しております。 

  ② 下記の資産は、出資先の借

入金担保に供しております。 

現金預金 32百万円

投資有価証券 2百万円

※２ 担保資産 

  ① 関係会社における営業保証

金として、下記の資産を担保

に供しております。 

  ② 下記の資産は、出資先の借

入金担保に供しております。 

現金預金 32百万円

投資有価証券 2百万円

 ３ 保証債務 

   次のとおり従業員及び関係会

社等の金融機関借入金等につい

て保証を行っております。 

 ３ 保証債務 

   次のとおり従業員等の金融機

関借入金について保証を行って

おります。 

 ３ 保証債務 

   次のとおり従業員等の金融機

関借入金について保証を行って

おります。 

   上記のうち、外貨建保証債務 

従業員 89百万円

上海東波大気 
輸送系統設備 
有限公司 

89 

天津東椿大気 
塗装輸送系統 
設備有限公司 

82 

PFI九大馬出 
総合研究棟㈱ 

64 

計 325 

        千 (円貨)

中国元 11,500 171百万円

従業員 53百万円

PFI九大馬出
総合研究棟㈱ 

64

計 117
    

従業員 85百万円

PFI九大馬出 
総合研究棟㈱ 

64 

計 149 

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

            20百万円 

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

            11百万円 

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

            37百万円 

※５ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間連結会

計期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の満期手形が

中間連結会計期間末日の残高に

含まれております。 

受取手形 109百万円

支払手形 474 

立替支払手形 78 

※５ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間連結会

計期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の満期手形が

中間連結会計期間末日の残高に

含まれております。 

受取手形 39百万円

支払手形 442

立替支払手形 27

※５ 連結会計年度末日の満期手形

の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しており

ます。なお、当連結会計年度の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が連結会計

年度末日の残高に含まれており

ます。 

受取手形 206百万円

受取手形裏書 
譲渡高 

9 

支払手形 548 

立替支払手形 36 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。 

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。 

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。 

従業員給料 
手当 

2,456百万円

退職給付費用 283 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

49 

貸倒引当金 
繰入額 

30 

従業員給料 
手当 

2,597百万円

退職給付費用 225

役員退職慰労
引当金繰入額

31

貸倒引当金 
繰入額 

97

従業員給料 
手当 

5,541百万円

退職給付費用 684 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

105 

貸倒引当金 
繰入額 

153 

※２ 固定資産処分益の内訳は、次

のとおりであります。 

建物・構築物 2百万円

機械・運搬具 
・工具器具備品 

5 

土地 320 

長期保証金 25 

計 354 

※２ 固定資産処分益の内訳は、次

のとおりであります。 

建物・構築物 2百万円

機械・運搬具 
・工具器具備品

5

長期保証金 10

その他 4

計 21

※２ 固定資産処分益の内訳は、次

のとおりであります。 

建物・構築物 0百万円

機械・運搬具 
・工具器具備品 

27 

土地 1,266 

長期保証金 27 

計 1,321 

※３ 固定資産処分損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物・構築物 10百万円

機械・運搬具 
・工具器具備品 

4 

土地 148 

電話加入権 36 

長期保証金 10 

計 209 

※３ 固定資産処分損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物・構築物 39百万円

機械・運搬具 
・工具器具備品

14

土地 13

借地権 2

電話加入権 13

長期保証金 3

計 87

※３ 固定資産処分損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物・構築物 26百万円

機械・運搬具 
・工具器具備品 

26 

土地 237 

長期保証金 11 

その他 49 

計 351 

 ４ 当社グループの完成工事高

は、通常の営業の形態として、

上半期に比べ下半期に完成する

工事の割合が大きいため、連結

会計年度の上半期の完成工事高

と下半期の完成工事高との間に

著しい相違があり、上半期と下

半期の業績に季節的変動があり

ます。 

 ４ 同左  ４   ―――――― 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
(変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議による買受けによる増加 500,000株 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 37,982,009 ― ― 37,982,009 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 700,464 500,696 223 1,200,937 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 838 22.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月16日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 275 7.50 平成18年９月30日 平成18年12月４日



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
(注) １ 増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２ 減少は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものであります。 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 37,982,009 ― ― 37,982,009 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 1,203,367 1,277 150 1,204,494 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 827 22.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年11月16日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 551 15.00 平成19年９月30日 平成19年12月３日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議による買受けによる増加 500,000株 
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 37,982,009 ― ― 37,982,009

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 700,464 503,126 223 1,203,367

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 838 22.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月16日 
取締役会 

普通株式 275 7.50 平成18年９月30日 平成18年12月４日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 827 22.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金預金勘定 16,603百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△1,216 

現金及び現金 
同等物 

15,386 

現金預金勘定 20,356百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△1,993

現金及び現金
同等物 

18,363

現金預金勘定 18,499百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△1,800 

現金及び現金
同等物 

16,698 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

工具器具 
備品 

446 192 254

機械装置 219 59 159

その他 104 56 48

合計 770 308 462

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

工具器具 
備品 

474 286 187

機械装置 219 91 127

その他 105 60 44

合計 798 438 359

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

工具器具
備品 

433 234 199

機械装置 219 75 143

その他 103 59 44

合計 756 368 388

      

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額 

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額 

 ②未経過リース料期末残高相当額 

１年内 163百万円

１年超 299 

 合計 462 

１年内 148百万円

１年超 211 

 合計 359 

１年内 149百万円

１年超 238 

 合計 388 

 なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

 同左  なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

 ③支払リース料及び減価償却費相

当額 

 ③支払リース料及び減価償却費相

当額 

 ③支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 86百万円

減価償却費相当額 86 

支払リース料 85百万円

減価償却費相当額 85 

支払リース料 165百万円

減価償却費相当額 165 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

２ オペレーティング・リース取引

に係る未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引

に係る未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引

に係る未経過リース料 

１年内 73百万円

１年超 50 

 合計 124 

１年内 80百万円

１年超 149 

 合計 230 

１年内 72百万円

１年超 30 

 合計 103 



  
(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) その他有価証券で時価のある株式についての減損処理はありません。なお、当該株式の減損処理にあたっては、時価が取得

原価に比べて50％以上下落した銘柄については、１年以内に時価が簿価まで回復するという合理的な反証がない限り減損処理

を実施し、30％以上50％未満下落した銘柄については、過去１年間の市場価格の推移及び回復可能性を考慮し、必要と認めら

れた金額について減損処理を実施しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) その他有価証券で時価のある株式について36百万円の減損処理を行っております。なお、当該株式の減損処理にあたって

は、時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄については、１年以内に時価が簿価まで回復するという合理的な反証がな

い限り減損処理を実施し、30％以上50％未満下落した銘柄については、過去１年間の市場価格の推移及び回復可能性を考慮

し、必要と認められた金額について減損処理を実施しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

  株式 9,523 25,093 15,569

  債券  

    その他 500 412 △87

合計 10,023 25,506 15,482

その他有価証券  

 非上場株式 1,621百万円

 投資信託 459 

 非上場外国債券 141 

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

  株式 9,989 24,038 14,049

  債券  

    その他 500 414 △85

合計 10,489 24,452 13,963

その他有価証券  

 非上場株式 622百万円

 投資信託 364 

 非上場外国債券 85 



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) その他有価証券で時価のある株式についての減損処理はありません。なお、当該株式の減損処理にあたっては、時価が取得

原価に比べて50％以上下落した銘柄については、１年以内に時価が簿価まで回復するという合理的な反証がない限り減損処理

を実施し、30％以上50％未満下落した銘柄については、過去１年間の市場価格の推移及び回復可能性を考慮し、必要と認めら

れた金額について減損処理を実施しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 
  先物為替相場によっております。 
２ 「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、注記の対象から

除いております。 
３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

  株式 9,522 25,260 15,738

  債券  

    その他 500 413 △86

合計 10,022 25,673 15,651

その他有価証券  

 非上場株式 1,622百万円

 投資信託 389 

 非上場外国債券 73 

種類 
契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

為替予約取引  

  買建  

    日本円 117 116 △0

    米ドル 29 29 △0

    シンガポールドル 28 28 △0

計 175 174 △0



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 
  先物為替相場によっております。 
２ 「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、注記の対象から

除いております。 
３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

通貨関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 
  先物為替相場によっております。 
２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

前へ     

種類 
契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

為替予約取引  

  買建  

    日本円 614 592 △21

    米ドル 172 170 △1

    シンガポールドル 0 0 △0

    ユーロ 24 24 △0

    スイスフラン 2 2 △0

計 814 791 △22

取引の種類 
契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

為替予約取引  

  買建  

    日本円 21 20 △0

    米ドル 6 6 △0

    シンガポールドル 3 3 △0

計 31 30 △0



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至

平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)については、当社及び連結子会

社の事業内容は、設備工事業及び関連する事業を行っているので、この事業以外に開示の対象とするセグメントは

ありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
(1) 北米………………アメリカ、カナダ 
(2) 東南アジア………シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナム 
(3) 東アジア…………中国、台湾、韓国 
(4) その他の地域……イギリス、インド 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
(1) 北米………………アメリカ、カナダ 
(2) 東南アジア………シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナム 
(3) 東アジア…………中国、台湾、韓国 
(4) その他の地域……イギリス、インド 

  
日本 

(百万円) 
北米 

(百万円) 

東南
アジア 
(百万円) 

東アジア
(百万円) 

その他の
地域 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

57,431 4,500 12,906 7,650 6,393 88,882 ― 88,882

(2) セグメント間 
の内部売上高 
又は振替高 

1,111 7 108 89 0 1,317 (1,317) ―

計 58,543 4,507 13,015 7,740 6,393 90,200 (1,317) 88,882

営業費用 57,081 5,705 12,240 7,827 5,684 88,539 (1,385) 87,154

営業利益又は 
営業損失(△) 

1,461 △1,197 775 △87 708 1,660 68 1,728

  
日本 

(百万円) 
北米 

(百万円) 

東南
アジア 
(百万円) 

東アジア
(百万円) 

その他の
地域 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

47,784 2,929 17,976 5,891 6,463 81,046 ― 81,046

(2) セグメント間 
の内部売上高 
又は振替高 

950 26 57 48 199 1,282 (1,282) ―

計 48,735 2,956 18,034 5,939 6,662 82,328 (1,282) 81,046

営業費用 49,401 3,051 17,086 5,675 6,172 81,387 (1,394) 79,992

営業利益又は 
営業損失(△) 

△666 △95 948 264 490 941 112 1,053



３ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、当中間連結

会計期間より当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。また、平成19年３月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

  この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………………アメリカ、カナダ 

(2) 東南アジア………シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナム 

(3) 東アジア…………中国、台湾、韓国 

(4) その他の地域……イギリス、インド 

３ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、当連結会計年度

より役員賞与の会計処理の変更を行っております。 

  この結果、従来の方法によった場合に比べ、連結の営業費用は30百万円多く計上され、営業利益は同額少なく計上されて

おり、それらは日本におけるものであります。 

  

  
日本 

(百万円)
北米 

(百万円) 

東南
アジア 
(百万円)

東アジア
(百万円)

その他の
地域 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

133,449 10,837 28,359 13,867 10,811 197,325 ― 197,325 

(2) セグメント間 
の内部売上高 
又は振替高 

3,572 24 972 169 66 4,804 (4,804) ― 

計 137,021 10,861 29,331 14,037 10,878 202,129 (4,804) 197,325 

営業費用 136,991 11,093 27,701 13,751 9,887 199,425 (4,926) 194,499 

営業利益又は 
営業損失(△) 

29 △231 1,629 285 990 2,704 121 2,826 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………………アメリカ、カナダ 

(2) 東南アジア………シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナム 

(3) 東アジア…………中国、台湾、韓国 

(4) その他の地域……イギリス、ハンガリー、イラク、インド、ブラジル、南アフリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………………アメリカ、カナダ 

(2) 東南アジア………シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナム 

(3) 東アジア…………中国、台湾、韓国 

(4) その他の地域……イギリス、ルーマニア、インド 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………………アメリカ、カナダ 

(2) 東南アジア………シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナム 

(3) 東アジア…………中国、台湾、韓国 

(4) その他の地域……イギリス、ロシア、イラク、インド、ブラジル、南アフリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  北米 東南アジア 東アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,870 14,469 11,026 12,963 42,329

Ⅱ 連結売上高(百万円)     88,882

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

4.3 16.3 12.4 14.6 47.6

  北米 東南アジア 東アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,652 18,527 7,138 11,672 39,990

Ⅱ 連結売上高(百万円)     81,046

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

3.3 22.8 8.8 14.4 49.3

  北米 東南アジア 東アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 8,202 33,360 18,139 22,855 82,557

Ⅱ 連結売上高(百万円)     197,325

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

4.1 16.9 9.2 11.6 41.8



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

  

(2) １株当たり中間(当期)純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額  1,815.89円 １株当たり純資産額  1,783.45円 １株当たり純資産額  1,845.87円 

１株当たり中間純利益   15.64円
１株当たり 
中間純損失(△) 

△31.13円 １株当たり当期純利益   24.43円 

  
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 69,719 69,420 71,377

純資産の部の合計額から控除する金額 
(百万円) 2,929 3,829 3,489

(うち少数株主持分)(百万円) (2,929) (3,829) (3,489)

普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額 
(百万円) 66,790 65,590 67,888

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
中間期末(期末)の普通株式の数(千株) 36,781 36,777 36,778

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益又は中間純損失(△) 
(百万円) 

579 △1,144 901

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)(百万円) 579 △1,144 901

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,033 36,777 36,906



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

 １ 現金預金 8,172 7,907 6,908 

 ２ 受取手形 ※４ 4,366 2,121 4,186 

 ３ 完成工事未収入金 41,070 34,500 53,121 

 ４ 未成工事支出金等 32,793 29,376 27,263 

 ５ 立替金 3,270 2,822 5,960 

 ６ その他 6,154 6,583 4,326 

   貸倒引当金 △154 △18 △23 

    流動資産合計 95,672 70.2 83,292 68.4 101,743 71.6

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産 ※１ 5,604 5,173 5,183 

 ２ 無形固定資産 472 968 637 

 ３ 投資その他の資産   

  (1) 投資有価証券 ※２ 31,416 30,406 32,627 

  (2) その他 2,849 2,593 2,601 

    貸倒引当金 △133 △132 △131 

    投資損失引当金 ― △494 △494 

    投資その他の資産計 34,132 32,373 34,604 

    固定資産合計 40,209 29.8 38,515 31.6 40,424 28.4

   資産合計 135,881 100.0 121,808 100.0 142,168 100.0

    



  

  
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

 １ 支払手形 ※４ 8,606 7,186 9,474 

 ２ 工事未払金 38,195 26,491 42,764 

 ３ 短期借入金 2,261 4,619 7,075 

 ４ 未払法人税等 412 151 465 

 ５ 未成工事受入金 10,007 10,517 6,582 

 ６ 完成工事補償引当金 125 276 437 

 ７ 受注工事損失引当金 307 1,010 1,195 

 ８ 役員賞与引当金 ― ― 25 

 ９ その他 ※４ 5,608 3,849 3,997 

    流動負債合計 65,525 48.2 54,102 44.4 72,016 50.7

Ⅱ 固定負債   

 １ 長期借入金 208 61 92 

 ２ 退職給付引当金 3,085 3,082 3,300 

 ３ 役員退職慰労引当金 470 417 515 

 ４ 債務保証損失引当金 494 ― ― 

 ５ その他 4,420 3,975 4,490 

    固定負債合計 8,677 6.4 7,537 6.2 8,398 5.9

   負債合計 74,202 54.6 61,639 50.6 80,415 56.6

    
(純資産の部)   

Ⅰ 株主資本   

１ 資本金 6,455 4.8 6,455 5.3 6,455 4.5

２ 資本剰余金   

(1) 資本準備金 7,297 7,297 7,297 

(2) その他資本剰余金 419 419 419 

資本剰余金合計 7,716 5.7 7,716 6.3 7,716 5.4

３ 利益剰余金   

(1) 利益準備金 1,613 1,613 1,613 

(2) その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金 49 39 41 

情報化投資積立金 200 400 200 

別途積立金 35,720 35,720 35,720 

繰越利益剰余金 2,678 1,771 2,520 

利益剰余金合計 40,261 29.6 39,544 32.5 40,095 28.2

４ 自己株式 △1,913 △1.4 △1,919 △1.6 △1,917 △1.3

株主資本合計 52,519 38.7 51,797 42.5 52,349 36.8

Ⅱ 評価・換算差額等   

１ その他有価証券 
  評価差額金 

9,164 6.8 8,371 6.9 9,406 6.6

２ 繰延ヘッジ損益 △5 △0.0 △0 △0.0 △3 △0.0

評価・換算差額等合計 9,159 6.8 8,371 6.9 9,402 6.6

純資産合計 61,679 45.4 60,168 49.4 61,752 43.4

 負債純資産合計 135,881 100.0 121,808 100.0 142,168 100.0

    



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 完成工事高    56,928 100.0 47,070 100.0   133,495 100.0

Ⅱ 完成工事原価    51,179 89.9 43,215 91.8   124,302 93.1

完成工事総利益    5,749 10.1 3,855 8.2   9,193 6.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    4,485 7.9 4,716 10.0   9,664 7.3

営業利益又は 
営業損失(△)    1,264 2.2 △861 △1.8   △471 △0.4

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息   7   6 16   

 ２ 受取配当金   645   721 1,754   

 ３ その他 ※１ 480 1,133 2.0 476 1,204 2.6 813 2,586 1.9

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息   25   53 51   

 ２ その他 ※２ 109 134 0.2 73 126 0.3 142 194 0.1

経常利益    2,262 4.0 216 0.5   1,920 1.4

Ⅵ 特別利益 ※３  348 0.6 17 0.0   1,398 1.1

Ⅶ 特別損失 ※４  748 1.3 121 0.3   910 0.7

税引前中間(当期) 
純利益    1,863 3.3 112 0.2   2,408 1.8

法人税、住民税 
及び事業税   480   31 1,619   

法人税等調整額   772 1,253 2.2 △194 △163 △0.4 70 1,689 1.3

中間(当期)純利益    609 1.1 276 0.6   718 0.5

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 6,455 7,297 419 

中間会計期間中の変動額       

 圧縮記帳積立金の取崩(注)       

 情報化投資積立金の積立(注)       

 別途積立金の積立(注)       

 剰余金の配当(注)       

 取締役賞与金の支給(注)       

 中間純利益       

 自己株式の取得       

 自己株式の処分     △0 
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― △0 

平成18年９月30日残高(百万円) 6,455 7,297 419 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金 

圧縮記帳 
積立金 

情報化投資
積立金 別途積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,613 54 ― 34,720 4,153 △1,212 53,501 

中間会計期間中の変動額               

 圧縮記帳積立金の取崩(注)   △4     4   ― 

 情報化投資積立金の積立(注)     200   △200   ― 

 別途積立金の積立(注)       1,000 △1,000   ― 

 剰余金の配当(注)         △838   △838 

 取締役賞与金の支給(注)         △50   △50 

 中間純利益         609   609 

 自己株式の取得           △701 △701 

 自己株式の処分           0 0 
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― △4 200 1,000 △1,474 △701 △981 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,613 49 200 35,720 2,678 △1,913 52,519 

  
評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 

平成18年３月31日残高(百万円) 9,466 ― 

中間会計期間中の変動額     
 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △301 △5 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △301 △5 

平成18年９月30日残高(百万円) 9,164 △5 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 

平成19年３月31日残高(百万円) 6,455 7,297 419 

中間会計期間中の変動額       

 圧縮記帳積立金の取崩       

 情報化投資積立金の積立       

 剰余金の配当       

 中間純利益       

 自己株式の取得       

 自己株式の処分     △0 
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― △0 

平成19年９月30日残高(百万円) 6,455 7,297 419 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金 

圧縮記帳 
積立金 

情報化投資
積立金 別途積立金

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,613 41 200 35,720 2,520 △1,917 52,349 

中間会計期間中の変動額               

 圧縮記帳積立金の取崩   △1     1   ― 

 情報化投資積立金の積立     200   △200   ― 

 剰余金の配当         △827   △827 

 中間純利益         276   276 

 自己株式の取得           △1 △1 

 自己株式の処分           0 0 
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― △1 200 ― △749 △1 △552 

平成19年９月30日残高(百万円) 1,613 39 400 35,720 1,771 △1,919 51,797 

  
評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 

平成19年３月31日残高(百万円) 9,406 △3 

中間会計期間中の変動額     
 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △1,034 3 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △1,034 3 

平成19年９月30日残高(百万円) 8,371 △0 



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

(注) １ 圧縮記帳積立金取崩額のうち４百万円は、平成18年６月の定時株主総会における利益処分であります。 

２ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 6,455 7,297 419

事業年度中の変動額  

 圧縮記帳積立金の取崩(注１)  

 情報化投資積立金の積立(注２)  

 別途積立金の積立(注２)  

 剰余金の配当(注２)  

 剰余金の配当  

 取締役賞与金の支給(注２)  

 当期純利益  

 自己株式の取得  

 自己株式の処分 △0

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △0

平成19年３月31日残高(百万円) 6,455 7,297 419

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金

圧縮記帳 
積立金 

情報化投資

積立金 
別途積立金

繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,613 54 ― 34,720 4,153 △1,212 53,501

事業年度中の変動額       

 圧縮記帳積立金の取崩(注１)   △12 12   ―

 情報化投資積立金の積立(注２)     200 △200   ―

 別途積立金の積立(注２)     1,000 △1,000   ―

 剰余金の配当(注２)     △838   △838

 剰余金の配当     △275   △275

 取締役賞与金の支給(注２)     △50   △50

 当期純利益     718   718

 自己株式の取得     △705 △705

 自己株式の処分     0 0

事業年度中の変動額合計(百万円) ― △12 200 1,000 △1,632 △705 △1,151

平成19年３月31日残高(百万円) 1,613 41 200 35,720 2,520 △1,917 52,349

  
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 

平成18年３月31日残高(百万円) 9,466 ―

事業年度中の変動額  

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △60 △3

事業年度中の変動額合計(百万円) △60 △3

平成19年３月31日残高(百万円) 9,406 △3



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原価

法 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

    

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定) 

  

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

  

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定) 

    

時価のないもの 

 移動平均法による原

価法 

  

時価のないもの 

 同左 

  

時価のないもの 

 同左 

    

デリバティブ 

時価法 

  

デリバティブ 

同左 

  

  

デリバティブ 

同左 

    

たな卸資産 

①未成工事支出金 

個別法による原価法 

②材料貯蔵品 

移動平均法による低価

法 

  

たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

②材料貯蔵品 

同左 

  

たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

②材料貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を除く)

については、定額法)によ

っております。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 

有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を除く)

については、定額法)によ

っております。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 

(会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

おります。 

有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を除く)

については、定額法によっ

ております。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

     なお、この変更に伴う損

益に与える影響は軽微であ

ります。 

(追加情報) 

 法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年３月31日以前に取得し

たものついては、償却可能

限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却

する方法によっておりま

す。 

 なお、この変更に伴う損

益に与える影響は軽微であ

ります。 

  

    

無形固定資産 

 定額法によっておりま

す。 

 ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっ

ております。 

  

無形固定資産 

 同左 

  

無形固定資産 

 同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 完成工事未収入金等の債

権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

貸倒引当金 

 同左 

貸倒引当金 

 同左 

    
――――― 

  

投資損失引当金 

 関係会社に対する投資損

失に備えるため、当該関係

会社の財政状態並びに将来

の回復見込み等を勘案し、

損失見込額を計上しており

ます。 

  

投資損失引当金 

 同左 

    

完成工事補償引当金 

 完成工事の補修による損

失に備えるため、過去の実

績率に基づいて計上してお

ります。 

  

完成工事補償引当金 

 同左 

  

完成工事補償引当金 

 同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  受注工事損失引当金 

 受注工事の損失に備える

ため、手持工事のうち損失

の発生の可能性が高く、か

つ、その金額を合理的に見

積もることができる工事に

ついて、当該見積額を計上

しております。 

受注工事損失引当金 

 同左 

受注工事損失引当金 

 同左 

    
――――― 

  

役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当中間会

計期間に見合う分を計上し

ております。 

  

役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当事業年

度に見合う分を計上してお

ります。 

      (会計方針の変更) 

 当事業年度から「役員賞

与に関する会計基準」(企

業会計基準委員会 平成17

年11月29日 企業会計基準

第４号)を適用しておりま

す。 

 この結果、従来の方法に

比べて、営業損失が25百万

円増加、経常利益及び税引

前当期純利益が25百万円減

少しております。 

    

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 なお、未認識の数理計算

上の差異については、発生

年度の翌年から10年間にわ

たり定額法により費用処理

することにしております。 

 また、未認識の過去勤務

債務については、10年によ

る按分額を償却処理してお

ります。 

  

退職給付引当金 

 同左 

  

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生し

ていると認められる額を計

上しております。 

 なお、未認識の数理計算

上の差異(684百万円)につ

いては、発生年度の翌年か

ら10年間にわたり定額法に

より費用処理することにし

ております。 

 また、未認識の過去勤務

債務(2,737百万円)につい

ては、10年による按分額を

償却処理しております。 

 また、当社は総合設立代

行型の厚生年金基金に加入

しているため、当該年金基

金への要拠出額を退職給付

費用として処理しておりま

す。掛金の拠出割合により

計算した当事業年度末現在

の年金資産は10,704百万円
であります。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金

支出に備えるため、内規に

基づく必要額の100％を計

上しております。 

役員退職慰労引当金 

 同左 

役員退職慰労引当金 

 同左 

    

債務保証損失引当金 

 関係会社への保証債務に

係る損失に備えるため、当

該関係会社の財政状態等を

勘案し、損失見込額を計上

しております。 

  

――――― 

  

――――― 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 同左  同左 

５ ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 為替予約については、

振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を

採用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

 同左 

①ヘッジ会計の方法 

 同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段… 先物為替予

約 

ヘッジ対象… 外 貨 建 債

権・債務及

び外貨建予

定取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

  ③ヘッジ方針 

 為替予約は成約時に為

替変動リスクを回避する

ために行っており、投機

的な取引は行わない方針

であります。 

③ヘッジ方針 

 同左 

③ヘッジ方針 

 同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等に相当する額の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は、それぞれ

流動資産の「その他」及び

流動負債の「その他」に含

めて両建表示しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 消費税等に相当する額の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は61,684百万円でありま

す。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部は、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

 従来の「資本の部」合計に相当す

る金額は61,756百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部は、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 



追加情報 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(設計・施工管理人件費の処理の変

更) 

 従来、設計・施工管理部門人件費

については間接工事原価として扱っ

ていましたが、前事業年度下半期よ

り当該人件費を直接工事原価として

処理する方法に変更いたしました。 

 なお、前中間会計期間は、変更後

の方法によった場合に比べ、未成工

事支出金は692百万円少なく、完成

工事総利益は同額少なく計上され、

営業利益、経常利益及び税引前中間

純利益は700百万円少なく計上され

ております。 

――――― ――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

5,679百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

5,318百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

5,371百万円 

※２ 担保資産 

   下記の資産は、出資先の借入

金担保に供しております。 

投資有価証券 2百万円

※２ 担保資産 

   下記の資産は、出資先の借入

金担保に供しております。 

投資有価証券 2百万円

※２ 担保資産 

   下記の資産は、出資先の借入

金担保に供しております。 

投資有価証券 2百万円

 ３ 保証債務 

   次のとおり従業員及び関係会

社等の金融機関借入金等につい

て保証を行っております。 

 ３ 保証債務 

   次のとおり従業員及び関係会

社等の金融機関借入金等につい

て保証を行っております。 

 ３ 保証債務 

   次のとおり従業員及び関係会

社等の金融機関借入金等につい

て保証を行っております。 

  

  

従業員 89百万円

Taikisha  
(Singapore) 
Pte.Ltd. 

445 

Taikisha  
(Thailand) 
Co.,Ltd. 

1,041 

Taikisha 
Tading 
(Thailand) 
Co.,Ltd. 

10 

大気社香港 
有限公司 

90 

華気社(股) 
公司 

961 

㈱韓国大気社 252 
Taikisha  
Engineering  
India Ltd. 

831 

P.T. Taikisha  
Manufacturing  
Indonesia 

155 

Taikisha 
Europe Ltd. 

940 

上海東波大気 
輸送系統設備 
有限公司 

89 

天津東椿大気 
塗装輸送系統 
設備有限公司 

82 

PFI九大馬出 
総合研究棟㈱ 

64 

計 5,055 

  

  

従業員 53百万円

Taikisha 
(Singapore)
Pte.Ltd. 

291

Taikisha 
(Thailand) 
Co.,Ltd. 

1,576

Token
Interior& 
design 
Co.,Ltd. 

21

華気社(股)
公司 

104 

㈱韓国大気社 448 
Taikisha 
Engineering 
India Ltd. 

1,865

P.T. Taikisha 
Manufacturing 
Indonesia 

3

Taikisha 
Europe Ltd. 

1,155

PFI九大馬出
総合研究棟㈱ 

64

計 5,584   

  

従業員 85百万円

Taikisha  
(Singapore) 
Pte.Ltd. 

174 

Taikisha  
(Thailand) 
Co.,Ltd. 

1,374 

Token 
Interior& 
design 
Co.,Ltd. 

21 

P.T. 
taikisha  
Indonesia  
Engineering 

2 

華気社(股) 
公司 

146 

㈱韓国大気社 1,324 
Taikisha  
Engineering  
India Ltd. 

851 

Taikisha  
Europe Ltd. 

868 

PFI九大馬出 
総合研究棟㈱ 

64 

計 4,913 

   上記のうち、主な外貨建保証

債務 

   上記のうち、主な外貨建保証

債務 

   上記のうち、主な外貨建保証

債務 

  百万 (円貨)

タイ 
バーツ 

335 1,051百万円

台湾 
ドル 

268 961 

ユーロ 6 940 

インド 
ルピー 

322 831 

  百万 (円貨)

タイ 
バーツ 

429 1,577百万円

ユーロ 7 1,155

インド 
ルピー 

636 1,865

百万 (円貨)

タイ
バーツ

326 1,196百万円

韓国
ウォン

10,547 1,324 

ユーロ 5 868 

インド
ルピー

297 811 



  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※４ 中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しており

ます。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が中間会計

期間末日の残高に含まれており

ます。 

受取手形 82百万円

支払手形 474 

立替支払手形 78 

※４ 中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しており

ます。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が中間会計

期間末日の残高に含まれており

ます。 

受取手形 15百万円

支払手形 442

立替支払手形 27

※４ 事業年度末日の満期手形の会

計処理については、手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。なお、当事業年度の末日は

金融機関の休日であったため、

次の満期手形が事業年度末日の

残高に含まれております。 

  

受取手形 98百万円

支払手形 548 

立替支払手形 36 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益「その他」のうち
主要なものは、次のとおりであ
ります。 

※１ 営業外収益「その他」のうち
主要なものは、次のとおりであ
ります。 

※１ 営業外収益「その他」のうち
主要なものは、次のとおりであ
ります。 

受取保険配当金 147百万円
不動産賃貸料 152 

受取保険配当金 151百万円
不動産賃貸料 146 

不動産賃貸料 300百万円
技術指導料 275 

※２ 営業外費用「その他」のうち
主要なものは、次のとおりであ
ります。 

※２ 営業外費用「その他」のうち
主要なものは、次のとおりであ
ります。 

※２ 営業外費用「その他」のうち
主要なものは、次のとおりであ
ります。 

不動産賃貸費 68百万円 不動産賃貸費 65百万円 不動産賃貸費 103百万円
※３    ――――― ※３    ――――― ※３ 特別利益のうち主要なもの

は、次のとおりであります。 
固定資産処分益 1,294百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの
は、次のとおりであります。 

※４ 特別損失のうち主要なもの
は、次のとおりであります。 

※４ 特別損失のうち主要なもの
は、次のとおりであります。 

債務保証損失 
引当金繰入額 

494百万円 固定資産処分損 84百万円

投資有価証券
評価損 

36 

投資損失引当金 
繰入額 

494百万円

 ５ 当社の完成工事高は、通常の
営業の形態として、上半期に比
べ下半期に完成する工事の割合
が大きいため、事業年度の上半
期の完成工事高と下半期の完成
工事高との間に著しい相違があ
り、上半期と下半期の業績に季
節的変動があります。 

   当中間会計期間末に至る１年
間の完成工事高は次のとおりで
あります。 

 ５ 当社の完成工事高は、通常の
営業の形態として、上半期に比
べ下半期に完成する工事の割合
が大きいため、事業年度の上半
期の完成工事高と下半期の完成
工事高との間に著しい相違があ
り、上半期と下半期の業績に季
節的変動があります。 

   当中間会計期間末に至る１年
間の完成工事高は次のとおりで
あります。 

 ５    ――――― 

前事業年度 
下半期 

85,621百万円

当中間会計 
期間 

56,928 

計 142,549 

前事業年度 
下半期 

76,566百万円

当中間会計 
期間 

47,070 

計 123,637 

  

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 138百万円

無形固定資産 78 

有形固定資産 159百万円

無形固定資産 122 

有形固定資産 302百万円

無形固定資産 171 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 自己株式に関する事項 

  
  (変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   取締役会決議による買受けによる増加 500,000株 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 自己株式に関する事項 

  
(注) １ 増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２ 減少は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものであります。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議による買受けによる増加 500,000株 

  

次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 700,464 500,696 223 1,200,937 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 1,203,367 1,277 150 1,204,494 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株） 700,464 503,126 223 1,203,367



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

工具器具 
・備品 

395 177 218

その他 83 41 41

合計 479 218 260

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

工具器具 
・備品 

413 262 150

その他 81 48 32

合計 494 311 183

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

工具器具
・備品 

382 214 167

その他 73 40 33

合計 456 255 201

      

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額 

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額 

 ②未経過リース料期末残高相当額 

１年内 119百万円

１年超 140 

 合計 260 

１年内 101百万円

１年超 81 

 合計 183 

１年内 105百万円

１年超 95 

 合計 201 

 なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

 同左  なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

 ③支払リース料及び減価償却費相

当額 

 ③支払リース料及び減価償却費相

当額 

 ③支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 61百万円

減価償却費相当額 61 

支払リース料 61百万円

減価償却費相当額 61 

支払リース料 119百万円

減価償却費相当額 119 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

 同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前へ     



(2) 【その他】 

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりであります。 

  

(1) 決議年月日 平成19年11月16日

(2) 中間配当金総額 551,662,725円

(3) １株当たりの額 15円00銭

(4) 中間配当支払開始日 平成19年12月３日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第62期) 
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

平成19年６月28日 

関東財務局長に提出 

(2) 
  

訂正報告書 
  

上記有価証券報告書の訂正報告書 
  

  
平成19年９月13日 

関東財務局長に提出 

(3) 
  
  

臨時報告書 

  
  

企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第４号(主要株主の異
動)に基づく臨時報告書 

  
平成19年11月22日 

関東財務局長に提出 
  

(4) 
  

自己株券買付状況 

報告書 
    

平成19年４月10日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年２月２日

株 式 会 社 大 気 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社大気社の平

成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社大気社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 節 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 功 幸 

      



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月14日

株 式 会 社 大 気 社 

取 締 役 会 御 中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社大気社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社大気社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中  井  義  己  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  加 賀 美  弘  明  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年２月２日

株 式 会 社 大 気 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社大気社の平

成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６２期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社大気社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 節 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 功 幸 

      



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月14日

株 式 会 社 大 気 社 

取 締 役 会 御 中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社大気社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第63期事業年度の中間会計期間(平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社大気社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中  井  義  己  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  加 賀 美  弘  明  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 
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